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小特集　要素賦存・産業構造・生産性と地域間経済格差一県別産業生産性データベースによる実証分析

社会資本の生産力効果の再検討

宮川努・川崎一泰・枝村一磨

　新たに作成された地域別・産業別生産性データベースと社会資本のデ」タを組み合わせて，社会資

本の生産力効果を再検証した．我々の推計では，バブル崩壊後に全産業にわたって生産力効果が見ら

れる、これはバブル崩壊後財政が悪化し，社会資本投資が抑制的に運営される中で，効率的な投資配

分が行われてきたことを示唆している．推計結果から計測される社会資本の収益率は，総じて民間資

本より高いが，これは非製造業において顕著である．また民間資本の収益率は地域差がほとんどない

が，社会資本の収益率やトービンのQは地域差が大きく，都市部以外の地域に社会資本が重点的に

配分されたことを示しているl
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　　　　　　　　1．はじめに

　社会資本の生産力効果については，早くから

Mera（1973）およびAsako　and　Wakas㎎i（1984）

など日本の経済学者が注目してきた．その後

Aschauer（1989）の研究を経て，岩本（1990），

浅子・坂本（1993），吉野・中野（ユ994），三井・

井上（1995）ら日本の経済学者が精力的に研究の

蓄積を行ってきた．しかしながら，日本経済の

長期停滞により財政が悪化するとともに，公共

投資が継続的に削減されたために，社会資本の

生産力効果に関しては当初ほど多くの関心が寄

せられなくなっている1）．

　次節のサーベイで詳しく見るように，1990

年代後半から2000年代にかけての社会資本に

関する分析としては，社会資本が地域の経済的

収束に与える効果や，その資産評価などへと関

心が移っている2〕．ところが，ここにきて社会

資本の経済的効果が再度注目されるようになっ

ている．その理由は二つある．一つは，宮川・

日本経済研究センター（2002），宮川（2005），根

本（20／1）が予見し，20！2年12月の中央高速道

笹子トンネルの事故で明らかになった社会資本

の更新問題である．図1を見れば明らかなよう

に，1990年代からの公共投資削減により，

2004年以降社会資本への投資額は，必要更新

投資額を下回っている．今後もこれまで蓄積さ

れてきた社会資本の更新投資は増加すると考え

られるが，そのすべてを賄うことはできない．

そこ・であらためてどのような社会資本が経済全

体に貢献するかを再検討する必要が生じたので

ある．

　二つ目は，20ユ1年3月の東日本大震災を機

に防災施設の充実が課題となったことである．

この問題意識は，自民党の「国土強靱化計画」

へとつながり，安部政権における経済政策の

r三本の矢」の一つである機動的な財政出動の

中に位置づけられている．しかしこうした公共

投資重視への再回帰は，政策面での先走りが懸

念され，経済学的な裏付けがなければ，過去の

ばらまき投資に陥るのではないかとの意見も出

されている．また，こうした公共投資への回帰

が，もう一つの矢である，成長戦略とどのよう

に関連していくのかについても検討された気配

はない．

　以上のような問題意識から，本稿では社会資

本の生産性効果についてあらためて検討を行う

本稿では，本特集で詳説されている，地域別・

産業別生産性データベース（R－JIP　database）を

利用する．本データベースを利用するメリット

は次のとおりである．R－JIPdatabaseは，1970

年から2008年の約40年にわたる，地域別の付

加価値，労働投入，民間資本，社会資本データ

が整備されている3〕．これにより，1990年まで

一貫して公共投資が増え続けた時期と，その後

公共投資が削減された時期を分割して分析して

も，十分なデータ量を確保すことができ，「失

われた20年」における社会資本の経済効果と

それ以前の社会資本の経済効果を比較すること

が可能になる．
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図1．社会資本投資と必要更新投資
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　R－JIPデータベースを利用するもう一つのメ

リットは，これが地域別だけでなく産業別の系

列を有していることである．これまで社会資本

がマクロ経済または地域経済全体に及ぼす影響

については数々の分析がなされてきた．しかし，

地域の社会資本が，その地域の産業構造にどの

ような影響を与えるかについては，あまり知ら

れていなかった．例えば図2のように社会資本

の比率が高い地域は，建設業の比率も高いが，

その一方で機械系産業の比率を必ずしも高めて

いるわけではない．宮川・比佐（2013），Miya－

gawaandHisa（2013）は，現在の日本ではIT

関連産業こそがリーディング産業であり，こう
し二たリーディング産業を重視した産業構造の転

換が，日本の潜在成長力を高めるとしている．

また川上（2013）は，IT関連の起業が多い地域

ほど地域の生産性を上昇させていることを実証

している．これらを考え合わせると，公共投資

による社会資本の蓄積は，短期的には地域の成

長力を高めるかもしれないが，長期的な成長力

を高めるとは限らない．この点は，先ほど述べ

た安部政権におけるr三本の矢」のうち，公共

投資と成長戦略の関係性を考えるうえで重要な

問題である．したがって本稿では，R－JIPデー

タベースを活用することにより，社会資本が民

間の成長産業育成につながるかどうかを検証す

る．

　次節では，本稿における分析と対比の意味も
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会めて，これまでに分析された社会資本の生産

性効果に関する研究をサーベイする．第3節で

は，R－JIPデータベースを利用した我々の社会

資本の生産性効果に関する分析を行い，合わせ

て社会資本と産業構造との関連性を考察する．

最終節では，我々の分析をまとめるとともに，

その政策的インプリケーションについて述べる．

2．社会資本の経済効果をめぐる議論：日本で

　の実証研究を中心として

　日本では，Mera（1973），AsakoandWaka－
sugi（1984）の萌芽的研究やAschauer（1989）の

影響を受け，公共投資の効果に関心が集まった

1990年代以来，社会資本に関する多くの研究

成果が蓄積されてきた、これらの社会資本をめ

ぐる議論は林（2003），田中・本間（2004），岩本

（2005）などで整理されている．しかし論点は多

岐にわたるので，ここでは本研究に関連の深い

生産力効果，同時性問題，民間投資誘発効果を

中心に，先行研究を整理していく．

①生産力効果の測定と最適性

　社会資本の生産力効果という場合，通常の生

産関数に含まれる生産要素としての資本を，民

間資本と社会資本に分けて考える．いま付加価

値をγ，労働投入量を工，民間資本ストック

をK，社会資本ストックをGとすると，次の
ような生産関数を想定する．

　　　　　　η．’＝λ、Kξ’〃’Gん　　　　（1）
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図2－1．

　　　　　　　経　　済　　研　　究

1人当たりの社会資本ストック額と建設業のGDPシェア（2008年）
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　　　　　図2－2．1人当たりの社会資本ストック額と機械産業のGDPシェア（2008年）
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　（1）式はマクロレベルで考えることもできる

が，7という地域を表す添字をつけているのは，

社会資本に関する分析の多くが地域単位での効

果を考察しているからである．もし，通常の生

産要素が労働投入と民間資本だけで考えられて

いるとすれば，社会資本は，全要素生産性の一

．3

構成要素として考えることができる．ここで生

産関数を1次同次とし，社会資本を全要素生産

性の一構成要素と仮定した場合，α十β：1とお

くことができる．こうした社会資本の役割を

r環境の創出」と位置付ける特定化が，浅子・

坂本（1993），吉野・中島・中東（1999），本間・


